
（ ）

当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

88% 97% 94%

2年度
活動見込

3年度
活動見込

-

35,000

-

35,000

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）
総務省デジタル・ガバメント中長期計画（平成30年6月22日総務省行政情報化推進委員会決定。令和2年3月31日改定）

一般会計

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

件

計算式 　　千円/件

単位

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

高度情報通信ネットワーク社会形成基本法
  第20条、第36条第2項第5号

主要政策・施策

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標

32,624 35,222 31,438

平成29年度 30年度 令和元年度

活動実績

令和元年度

千円

企業等の利便性の向上
　　　電子入札・契約が可能な件数

43.7

件

1,088*1,000/35,222 1,466*1,000/35,000

2年度活動見込

22.7 30.9

1,124

令和6年度までにシステム
利用件数を20%以上(対令
和元年度比)増加する。

実施方法

平成29年度

％

電子調達システムの維持運用 担当部局庁 情報流通行政局 作成責任者

事業開始年度

委託・請負

担当課室 情報流通振興課 課長　飯倉　主税

事業名

会計区分

2年度

-

翌年度へ繰越し -

計

令和元年度

その他の事項経費

-

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

3年度要求

予算
の状
況

30年度

　政府調達（公共事業を除く。）手続の電子化の推進・実現を図る一環として、役務、物品等の調達に係る国の内部手続を原則電子化し、事業者が入札に
参加しやすい環境を整備するとともに、事務処理の迅速化・合理化を図るため、電子調達システム（府省共通）のシステム開発を行う。具体的には、各府省
個別に構築された電子入札システムの府省共通化を図るとともに、契約締結に係る事務手続の電子化・効率化を図るものである。
　システムの維持運用に当たっては、政府調達（公共事業を除く。）手続の電子化の一環として、役務・物品等の調達に係る国の内部手続を原則電子化し、
事務処理の迅速化・合理化を図るため、平成21年8月に「調達業務の業務・システム最適化計画」を策定。同最適化計画に基づき、平成26年3月から本番運
用を開始した「電子調達システム」の維持運用を行う。

- -

842

- -

- -

電子入札・契約があった件
数

-補正予算

予備費等

当初予算

中間目標
定量的な成果目標

1,466

単位

電子調達システムの維持運用に係る執行額
　／　電子入札・契約が可能な入札件数

単位当たり
コスト

--

740

-

平成23年度
事業終了

（予定）年度
終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　「電子政府推進計画」（平成20年12月25日各府省情報化統括責任者（ＣＩＯ）連絡会議決定）に基づき、「利用者本位で、透明性が高く、効率的で、安全な行
政サービスの提供」と「行政内部の業務・システムの効率化」を目的として、システムの利用実態や利用者からの改善要望を踏まえた取組を推進する。

前年度から繰越し - -

成果実績

目標値

成果指標 単位

件
成果目標及び

成果実績
（アウトカム） 件

令和2年度行政事業レビューシート 総務省

執行額

842 1,124 1,466 0.4 0.4

1,088 1,373

執行率（％） 88% 97% 94%

- - -

740*1,000/32,624

30年度

1,373*1,000/31,438

-

24,914

-

・電子政府推進計画（平成20年12月25日CIO連絡会議決定）
・新たな情報通信技術戦略（平成22年5月11日 ＩＴ戦略本部決
定）
・旅費業務等の抜本的効率化(平成22年8月6日CIO連絡会
議)
・調達業務の業務・システム最適化計画（平成21年8月28日
CIO連絡会議決定。平成23年7月15日一部改正）
・世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基
本計画（令和元年6月14日閣議決定）
・デジタル・ガバメント実行計画（令和元年12月20日閣議決
定）

平成29年度 30年度 令和元年度
目標最終年度

- -

-

18,749 20,762

-

- -

-

-

- -

0.4 0.4

関係する
計画、通知等

達成度

17,238

-

年度 年度6

41.9

平成29年度

-

2年度当初予算

0.4

計

令和2・3年度
予算内訳

（単位：百万円）

主な増減理由

情報システム関係経費については令和2年度予算から予算の計上府
省が内閣官房に変更された。

3年度要求

事業番号 0044

0.4 0.4

予算額・
執行額

（単位:百万円）

歳出予算目

職員旅費 0.4



政
策
評
価

政
策
評
価

、
新
経
済
・
財
政
再
生
計
画
と
の
関
係

- -

本事業の成果と上位施策・測定指標との関係

電子調達システムを利用することにより、国は入札から請求まで電子化され事務処理の迅速化・合理化が図られ、事業者は調達窓口への移動・郵送
費や契約書等の書類の保管費などのコストが削減されることとなるとともに、入札の透明性が確保されるため、国民の利便性の向上と行政運営の合
理化、効率化及び透明性の向上等に寄与する。

○

資金の流れの中間段階での支出については、より効率的に
事業を実施するために真に必要なものに限定している。

　本システムは、国の方針に基づき、公共調達に係る契約の
締結に関する提出書類の電子化を進めるとともに、国のシス
テムの効率的運用のため、各省庁が運用していた電子入
札・開札システムの府省共通化をはかるものであり、地方自
治体、民間企業に委ねることはできない。

○

実績値 - - - -

目標値 - - - - - -

30年度 令和元年度定量的指標 単位 平成29年度

測
定
指
標

中間目標 目標年度

-

評　価項　　目

　入札参加企業の利便性の向上及び負担軽減並びに行政
事務の効率化が図られるため、国民ニーズ・優先度が高い。
　また、職員、事業者等から意見・要望を聴取する等して、利
便性の向上が図られるよう努めている。

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

　全省庁で統一的にシステム化することにより低コストでの実
現が可能。

○

○

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

‐

　一般競争又は公募等を実施し、一者応札となった場合はそ
の理由を確認して透明性・競争性の確保や経費の効率化に
努めている。

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

有

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

　電子調達システムは府省共通システムであることから、必
要かつ適切であり、さらに、優先度の高い事業である。

　　事前に、情報化統括責任者（ＣＩＯ）補佐官から見積書の
内容が妥当である旨の評価を得るなどコスト等の妥当性を確
認している。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

　システム経費において、精査を行い、効率化を実施してい
るところ。
電子調達システムで実施する応札件数は着実に増加してき
ており、システムの利便性向上の効果が現れている。

○

　参画府省等からの要望も踏まえ、各府省等と調整・合意に
基づき機能改善及び追加を図っている。

○

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

‐

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

電子調達システムで実施する入札件数は着実に増加してき
ており、システムの利便性向上の効果が現れている。

○

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

○

受益者との負担関係は妥当であるか。

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

有

○

　電子調達システムに係る経費は、受益者（利用者）である
参画府省等と負担分担している。

国
費
投
入
の
必
要
性

事業所管部局による点検・改善

施策 電子政府・電子自治体の推進

政策 Ⅳ．電子政府・電子自治体

年度 - 年度

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） ‐



( )

事業番号 事業名所管府省名

システム経費について、引き続き精査を行い効率化を実施。

　本事業は、各省庁が現在運用している電子入札・開札システムの府省共通化を図るとともに、役務・物品等の調達に係る国の内部手続きの
電子化を進めるものであり、企業等における入札等調達手続の電子化推進に向けた課題を把握しつつ、企業等の利便性の向上、行政事務の
簡素化・効率化を着実に進めていくことが重要。
　予算執行の実施に当たっては、一般競争入札（総合評価を含む）により広く調達参加希望者を募集し、調達の透明性・公平性を確保し、適正・
効率的な予算執行に努めた。

‐ 本システムは、政府共通の電子入札・契約システムであり、
特定の事業とは関連していないが、内閣官房IT総合戦略室
のもと、システム利用府省庁等(内閣府他　24府省庁等)と協
調しながらシステムの運用・開発に対し費用の分担を行って
いる。

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

外部有識者による点検の対象外

新たな調達を行う際には、引き続き情報化統括責任者（ＣＩＯ）補佐官に調達仕様書やコストの妥当性を確認し、競争性のある入札になるよう努め
ます。
さらに、利用率の増加などにつきましては、事業者向け講習会及び参画府省等からの意見・要望を聴取し、システム利用の障害になっている原因
を調査し、必要な対策を行うなど利便性の向上に努めます。

関連する過去のレビューシートの事業番号

執
行
等
改

善

更なる経費の効率化を図り、適正な予算執行に努めること。

行政事業レビュー推進チームの所見

外部有識者の所見

改善の
方向性

備考

関
連
事
業

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

点検結果

平成31年度 総務省 0044

平成30年度 ００４３

平成29年度 0047

0047 平成25年度 0045

平成26年度 0045 平成27年度 0049 平成28年度 0045

平成22年度 - 平成23年度 新23-0003 平成24年度



※令和元年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

総務省 １，３７３百万円

Ａ．株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

１，２８６百万円

【随意契約】

・単年度契約

【一般競争入札】

・単年度契約

・複数年契約（３～５年間）、国庫債務負担行為利用

次期電子調達システムの設計・開発・移行業務、機器・ソフト
ウェア賃貸借、運用・保守業務、システム改修業務等を実施。

Ｂ．株式会社三菱総合研究所

６３百万円

Ｃ． 富士通エフ・オー・エム株式会社

１５百万円

Ｄ．一般財団法人日本建設情報総

合センター

６百万円

【一般競争入札】

・単年度契約

・複数年契約（３年間）、国庫債務負担行為利用

次期電子調達システムの設計・開発等の工程管理支援等業
務、政府調達業務・システムに係る中期計画策定支援業務を
実施。

【一般競争入札】

・単年度契約

電子調達システムにおける研修及び講習会業務を実施。

【随意契約（公募）】

・単年度契約

電子入札コアシステム専用ＪＲＥ８の利用

Ｅ．株式会社NTTデータ・アイ

１３４百万円

Ｆ．株式会社ＮＴＴデータＳＭＳ

８３百万円

H．株式会社NTTデータ・スマート

ソーシング

４８百万円

G．日本電気株式会社

６９百万円

Ｉ．株式会社ユー・エス・イー

２７百万円

Ｊ．株式会社ＮＴＣテクノロジー

１６百万円

電子調達システム等の改修。

電子調達システム等の運用。

電子調達システム等のヘルプデスク。

電子調達システムの開発。

電子調達システムの開発。

電子調達システムの運用保守。

Ｋ．ＮＥＣソリューションイノベータ株

式会社

８百万円

電子調達システムのＡＰ保守。



☑チェック

47

A.株式会社エヌ・ティ・ティ・データ

次期電子調達システムにおける提案書再
提出に係る機能追加業務の請負

28

人件費

電子調達システム機器・ソフトウェア賃貸借
等の請負

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

人件費
次期電子調達システムアプリケーション保
守業務の請負（国庫債務負担行為 令和元
年度～令和5年度）

58

電算機借料

人件費
電子調達システムＡＰ保守業務の請負（国
庫債務負担行為 平成29年度～令和元年
度）

105

人件費

人件費

調達ポータルにおけるマルチブラウザ対応
に係る改修及び対象ブラウザの保守業務
の請負（国庫債務負担行為 令和元年度～
令和3年度）

27

6

人件費

金　額
(百万円）

電算機借料
次期電子調達システムの機器・ソフトウェア
賃貸借及び環境構築等の請負（国庫債務
負担行為 令和元年度～令和5年度）

次期電子調達システムの設計・開発等の工
程管理支援等業務の請負（国庫債務負担
行為 平成29年度～令和元年年度）

274 人件費

使　途

人件費

電子調達システム運用・保守業務の請負
（国庫債務負担行為 平成29年度～令和元
年度）

173

16

人件費
次期電子調達システム運用・保守業務の請
負（国庫債務負担行為 令和元年度～令和
5年度）

B.株式会社三菱総合研究所
金　額

(百万円）

387

政府調達業務・システムに係る中期計画策
定支援業務の請負

費　目 使　途

130

計 1,286 計 63

人件費
電子調達システムにおける研修及び講習
会業務の請負

15 電子入札コアシステム専用ＪＲＥ８の利用

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費
電子調達システムの更改に向けた設計・開
発・移行業務（国庫債務負担行為 平成29
年度～令和元年度）

費　目

・次期電子調達システム開発におけるデー
タ移行業務の請負
・電子証明書方式の電子委任状に係る電
子調達システムおよび調達ポータルの業務
フロー検討

C.富士通エフ・オー・エム株式会社 D.一般財団法人日本建設情報総合センター

費　目 使　途

24

80

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

人件費 電子調達システム等の改修 134 人件費 電子調達システム等の運用 83

計 15 計 6

使　途

計

費　目 使　途

人件費 電子調達システムの開発 69

計 134

48

E.株式会社NTTデータ・アイ F. 株式会社ＮＴＴデータＳＭＳ

費　目

人件費 電子調達システム等のヘルプデスク

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙２】に記載

83

金　額
(百万円）

G.日本電気株式会社 H.株式会社NTTデータ・スマートソーシング

費　目 使　途
金　額

(百万円）

計 69 計 48

Ｌ．株式会社ユニバーサルコム

ピューターシステム

５百万円

電子調達システム、調達ポータルのＡＰ
保守

Ｍ．株式会社ライターム

３百万円

Ｎ．株式会社クマヒラ

０．８百万円

電子調達システムの開発。

電子調達システム機器賃貸借・保守。



支出先上位１０者リスト

A.

B

C

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ

9

- -

随意契約
（その他）

国庫債務負担
行為等

11

5 - -

- 100％

4

8

7

6

1

10

-

9010601021385

9010601021385

9010601021385

9010601021385

9010601021385

入札者数
（応募者数）

落札率契約方式等

国庫債務負担
行為等

9010601021385

9010601021385

2

3

- -

法　人　番　号

9010601021385

9010601021385 387

- -

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

9010601021385

9010601021385

電子調達システムの更改
に向けた設計・開発・移行
業務（国庫債務負担行為
平成29年度～令和元年度）

次期電子調達システムの
機器・ソフトウェア賃貸借及
び環境構築等の請負（国庫
債務負担行為 令和元年度
～令和5年度）

電子調達システム運用・保
守業務の請負（国庫債務負
担行為 平成29年度～令和
元年度）

次期電子調達システム運
用・保守業務の請負（国庫
債務負担行為 令和元年度
～令和5年度）

電子調達システムＡＰ保守
業務の請負（国庫債務負担
行為 平成29年度～令和元
年度）

電子調達システム機器・ソ
フトウェア賃貸借等の請負

-

2

-

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403
政府調達業務・システムに
係る中期計画策定支援業
務の請負

16

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社三菱総合
研究所

6010001030403

次期電子調達システムの
設計・開発等の工程管理支
援等業務の請負（国庫債務
負担行為 平成29年度～令
和元年年度）

47
国庫債務負担

行為等
-

一般競争契約
（最低価格）

1 99.3％

1
富士通エフ・オー・エ
ム株式会社

1010401084631
電子調達システムにおける
研修及び講習会業務の請
負

15
一般競争契約
（最低価格）

1 97.7％

支　出　額
（百万円）

支　出　先 業　務　概　要

274

173

130

28

27

17

7
一般競争契約
（最低価格）

- 100％

58

98.9％

- -

国庫債務負担
行為等

105

国庫債務負担
行為等

国庫債務負担
行為等

国庫債務負担
行為等

-

- 100％

-

1

随意契約
（その他）

国庫債務負担
行為等

随意契約
（その他）

次期電子調達システムアプ
リケーション保守業務の請
負（国庫債務負担行為 令
和元年度～令和5年度）

次期電子調達システムに
おける提案書再提出に係
る機能追加業務の請負

調達ポータルにおけるマル
チブラウザ対応に係る改修
及び対象ブラウザの保守
業務の請負（国庫債務負担
行為 令和元年度～令和3
年度）

次期電子調達システム開
発におけるデータ移行業務
の請負

電子証明書方式の電子委
任状に係る電子調達システ
ムおよび調達ポータルの業
務フロー検討

80



D

E

F

G

H

☑チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社NTTデー
タ・スマートソーシン
グ

7011101032783
電子調達システム等のヘ
ルプデスク

48 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社NTTデー
タ・アイ

2011101056358
電子調達システム等の改
修

134 その他 - -

一般財団法人日本
建設情報総合セン
ター

4010405010556
電子入札コアシステム専用
ＪＲＥ８の利用

6
随意契約
（公募）

1 99.9％

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙３】に記載

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ＮＴＴデータ
ＳＭＳ

2010601032678
電子調達システム等の運
用

83 その他 - -

1 日本電気株式会社 7010401022916 電子調達システムの開発 69 その他 - -

1



国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

7 9010601021385

次期電子調達システムアプ
リケーション保守業務の請
負（国庫債務負担行為 令
和元年度～令和5年度）

58
一般競争契約
（総合評価）

1 74.1％

A
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

A
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

A
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

8 6010001030403

次期電子調達システムの
設計・開発等の工程管理支
援等業務の請負（国庫債務
負担行為 平成29年度～令
和元年年度）

47
一般競争契約
（総合評価）

3 70.6％B
株式会社三菱
総合研究所

5 9010601021385

電子調達システムＡＰ保守
業務の請負（国庫債務負担
行為 平成29年度～令和元
年度）

105
一般競争契約
（総合評価）

1 93.9％

1 99.6％

6 9010601021385

次期電子調達システムアプ
リケーション保守業務の請
負（国庫債務負担行為 令
和元年度～令和5年度）

58
一般競争契約
（総合評価）

1 74.1％

4 9010601021385

次期電子調達システム運
用・保守業務の請負（国庫
債務負担行為 令和元年度
～令和5年度）

130
一般競争契約
（総合評価）

1 95.2％

A
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

A
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

A
株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

一般競争契約
（総合評価）

1 100％

3 9010601021385

電子調達システム運用・保
守業務の請負（国庫債務負
担行為 平成29年度～令和
元年度）

173
一般競争契約
（総合評価）

1 97.7％

2 9010601021385

次期電子調達システムの
機器・ソフトウェア賃貸借及
び環境構築等の請負（国庫
債務負担行為 令和元年度
～令和5年度）

274
一般競争契約
（総合評価）

契　約　先
ﾌﾞﾛｯｸ
名

株式会社エヌ・
ティ・ティ・デー
タ

A

法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1 9010601021385

電子調達システムの更改
に向けた設計・開発・移行
業務（国庫債務負担行為
平成29年度～令和元年度）

387



計 3 計 0.8

人件費 電子調達システムの開発 3 人件費 電子調達システム機器賃貸借・保守 0.8

M.株式会社ライターム N.株式会社クマヒラ

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 8 計 5

人件費 電子調達システムのＡＰ保守 8 人件費 電子調達システム、調達ポータルのＡＰ保守 5

K.ＮＥＣソリューションイノベータ株式会社 L.株式会社ユニバーサルコムピューターシステム

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 27 計 16

電子調達システムの開発 27 人件費 電子調達システムの運用保守。 16

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

I.株式会社ユー・エス・イー J.株式会社ＮＴＣテクノロジー

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

人件費



I

J

K

L

M

N

1 株式会社クマヒラ 1010001108872
電子調達システム機器賃
貸借・保守

0.8 その他 - -

1 株式会社ライターム 9011101039199 電子調達システムの開発 3 その他 - -

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
株式会社ユニバーサ
ルコムピューターシ

2010001034705
電子調達システム、調達
ポータルのＡＰ保守

5 その他 - -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

ＮＥＣソリューションイ
ノベータ株式会社

7010601022674
電子調達システムのＡＰ保
守

8 その他 -

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

株式会社ＮＴＣテクノ
ロジー

4010701001606
電子調達システムの運用
保守

16 その他 - -

株式会社ユー・エス・
イー

6290001049738 電子調達システムの開発 27 その他 - -1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

-

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）
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